
1一般管理費目1総務管理費項

事業の課題、
今後の方向性等

　本件に関するシステム改修は平成29年度で完了しました。

成果目標

①国保加入者の情報を適正に管理するための正確性を担保し、効率化を図ります。
②北海道が行う道内国保加入者の情報管理を正確なものにし、都道府県単位化への移行を
確実なものにします。
③医療費通知に追加した項目を確実に記載し、被保険者へ送付します。

事業実績
(活動指標)

指標名

特記事項

事業の効率性（費用対効果） 高 中 低

自己評価の理由

①国保加入者の情報を適正に管理するための正確性を担保し、効率化を図る事が出来たため。
②必要な情報を提供したこで北海道が行う情報管理を正確なものに出来、都道府県単位化への移行も確実なもの
に出来たため。
③医療費通知に追加した項目も含め、遺漏なく記載のうえ被保険者へ送付し、それに伴う電話対応等も問題なく
行うことが出来たため。

自己評価
事業の有効性（効果の達成状況） 高 中 低

H29年度 H28年度 H27年度単位

人
臨時職員 千円 人

総　計 49,841 千円
再任用（ﾊｰﾌ） 千円

千円 人
再任用（ﾌﾙ） 千円 人

担当正規職員 千円 人

人件費 千円
嘱託職員

事業の内容
①平成29年7月開始の情報連携に対応するための副本登録作業の支援等
②都道府県単位化に伴う国保情報集約システムとの情報連携や帳票等の改修
③医療費通知に新たな項目を表記するための改修等

コスト
人件費

職員構成
概算人件費

(平均給与×従事職員数)
従事職員数

事業費
(H29年度決算額）

49,841 千円

実施方法 　□直接実施　■業務委託等　□補助金・負担金・助成金

事業の目的・対象

①社会保障・税番号制度の導入に伴い、平成29年7月の情報連携開始に向けて対応しま
す。
②平成30年度の国民健康保険都道府県単位化に向け、システムを改修して対応します。
③国民健康保険法等の改正に伴い、システムを改修して対応します。

事業の必要性

①社会保障・税番号制度に適切に対応するため、システムの改修等が必要となります。
②国民健康保険都道府県単位化に適切に対応するため、システムの改修が必要となりま
す。
③国民健康保険法等の改正に適切に対応するため、システムの改修が必要となります。

市民生活部国保課

制度改正に伴うシステム改修事業
49,841 千円 46,170

根拠法令

担当部・課 国道支出金 地方債 その他 一般財源

千円 3,671 千円 千円

 事務事業評価（主要事業レビュー） 

事務事業番号 010101011総務費款

千円

事業名 Ｈ29年度
（決算額）

財　　源　　内　　訳
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事業の課題、
今後の方向性等

　計画に基づいた保健事業を実施し、その結果を適切に評価していくことが重要です。加
入者の更なる健康保持・増進を目指し、ＰＤＣＡサイクルに沿って常に評価し改善しなが
ら保健事業を実施します。

特記事項

事業の効率性（費用対効果） 高 中 低

自己評価の理由
　業務委託により医療や健診のデータを分析したことで、国保データベースシステムより
も詳細な健康課題の抽出を行うことができたと考えています。また、第１期計画の振り返
りや関係機関への意見照会により、具体的な目標を設定することが可能となりました。

成果目標
　新たに策定した第２期データヘルス計画・第３期特定健康診査等実施計画に基づき、短
期、中期及び計画年度終了時点での評価を行い、保健事業の見直しを図ります。

事業実績
(活動指標)

指標名 単位

自己評価
事業の有効性（効果の達成状況） 高 中 低

市民意見提出手続（パブリックコメント） 回 1

保健事業支援・評価委員会の個別支援 回 1

H29年度 H28年度 H27年度

関係機関への意見照会 件 4

人
臨時職員 千円 人

千円 人

総　計 7,236 千円
再任用（ﾊｰﾌ） 千円

人

人件費 2,762 千円
嘱託職員 千円 人

再任用（ﾌﾙ）

4,474 千円
担当正規職員 2,762 千円 0.4

事業の必要性

　「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成26年厚生労働省告示第140号）」において、保険者はデータヘルス計画を策定した
上で、保健事業の実施及び評価を行うこととされており、本市では平成26年度に第１期となるデータヘルス計画を策定しました。計画期間は、平成27
年度から平成29年度までであり、平成30年度からの６か年を計画期間とする、新たな計画を策定する必要があります。また、同じく平成29年度までを
計画期間とする、特定健康診査等実施計画についても、データヘルス計画と一体的に策定することが可能であるとされていることから、併せて策定を
行うものです。

事業の内容

１　健康課題の抽出及び保健事業の評価
　　国保データベースシステムを活用しつつ、医療や健診のデータを業務委託により詳細
　に分析し、地域の健康課題を抽出しました。また、第１期計画期間内に行った保健事業
　についても評価や課題分析を行い、計画に反映しました。

２　関係機関への意見照会等
　　保健事業の実施には、各機関との連携が必須であることから、関係機関へ意見照会を
　行い、苫小牧市国民健康保険運営協議会へ答申を行いました。また、加入者を含む市民
　から広く意見を募るため、パブリックコメントを実施しました。

３　計画策定への支援
　　北海道国民健康保険団体連合会が設置する、保健事業支援・評価委員会へ支援を求
　め、専門的見地からの助言や評価を受けました。

コスト
人件費

職員構成
概算人件費

(平均給与×従事職員数)
従事職員数

事業費
(H29年度決算額）

根拠法令 　高齢者の医療の確保に関する法律

実施方法 　□直接実施　■業務委託等　□補助金・負担金・助成金

事業の目的・対象

　苫小牧市国民健康保険加入者の健康保持・増進を目的として、ＰＤＣＡサイクルに沿っ
た効果的な保健事業の実施に向けた計画の策定を行います。
　この計画に基づき、平成30年度から６か年にわたり特定健康診査・特定保健指導を含む
保健事業を実施し、評価を行います。

千円 千円 千円
市民生活部国保課

次期データヘルス計画・特定健診実施計画策定事業
4,474 千円 4,474 千円

事業名 Ｈ29年度
（決算額）

財　　源　　内　　訳

担当部・課 国道支出金 地方債 その他 一般財源

 事務事業評価（主要事業レビュー） 

款 8保健事業費 項 1保健事業費 目 1保健衛生普及費 事務事業番号 08010102
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 事務事業評価（主要事業レビュー） 

款 9基金積立金 項 1基金積立金 目 1国民健康保険事業基金積立金 事務事業番号 09010103

千円

事業名 Ｈ29年度
（決算額）

財　　源　　内　　訳

担当部・課 国道支出金 地方債 その他 一般財源

千円 90 千円 446,652 千円
市民生活部国保課

国民健康保険事業基金積立金
446,742 千円

根拠法令 　苫小牧市国民健康保険事業基金条例

実施方法 　■直接実施　□業務委託等　□補助金・負担金・助成金

事業の目的・対象
　国民健康保険事業の健全な運営に資するため、前年度の決算剰余金や基金運用による利
子を積み立てます。

事業の必要性
　会計の健全運営のため、医療費等の急激な増加や、国道補助金の精算による返還など、
単年度の収支不足に備える必要があります。

事業の内容

平成28年度末基金残高　　 　391,448,154円

平成29年度基金積立金　　　 446,742,348円

平成29年度基金取崩し額     185,773,311円

平成29年度末基金残高  　　 652,417,191円

コスト
人件費

職員構成
概算人件費

(平均給与×従事職員数)
従事職員数

事業費
(H29年度決算額）

446,742 千円
担当正規職員 千円 人

人件費 千円
嘱託職員 千円 人

再任用（ﾌﾙ） 千円 人

総　計 446,742 千円
再任用（ﾊｰﾌ） 千円 人

臨時職員 千円 人

H29年度 H28年度 H27年度

基金の年度末残高 千円 652,417 391,448 396,933

成果目標 　医療費等の動向を見極め、適切に基金を管理します。

事業実績
(活動指標)

指標名 単位

自己評価
事業の有効性（効果の達成状況） 高 中 低

事業の課題、
今後の方向性等

　平成27年度以降は収支不足による基金の取り崩しはありませんが、今後も適切に基金を
管理します。

特記事項

事業の効率性（費用対効果） 高 中 低

自己評価の理由 　国民健康保険事業の継続性を保ち、適正な運営に寄与しているため。
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